
（２）生活復興から発展する地域包括ケア

長期化する避難生活への支援（コミュニティの維持・再構築、健康）

＜関連施策、うまくいっている取組等＞

＜困難な点、今後の課題等＞

（地域コミュニティ復興支援事業）
○ 被災地の一人暮らしの高齢者、生活に困窮している方や県
外に避難されている方などに対して、社会福祉協議会やＮＰＯ
などが行う巡回訪問による見守りや総合相談等を実施する
経費について支援している。

（被災地健康支援事業）
○ 仮設住宅等で生活する被災者の健康確保のために実施され
ている、自治体による継続的な巡回相談の実施や保健師等の
人材確保等の取組みを支援している。

（地域コミュニティ復興支援事業）
○ 避難生活の長期化に伴う孤立防止等のために、継続的な支
援が必要。

○ 復興に際した新たなコミュニティ形成の必要性。

（被災地健康支援事業）
○ 今後も被災地では心のケアを含めた様々な保健ニーズが
生じることが予想され、保健師等専門職の人材確保が人材面・
財政面で課題。
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（２）生活復興から発展する地域包括ケア

地域包括ケアの検討（将来の少子高齢化社会のモデルを被災地で
先駆的に）

＜関連施策、うまくいっている取組等＞

＜困難な点、今後の課題等＞
（介護等のサポート拠点）

○ 被災者を総合的に支援できるよう、人材確保やケアの質の向上

（在宅医療連携拠点事業）
○ 在宅医療・介護連携の地域全体への面的な普及

（介護等のサポート拠点）

○仮設住宅での高齢者等の安心した日常生活を包括的に支えるため、
総合相談、居宅サービス、生活支援サービス、地域交流など総合的な機
能を有する拠点として、「介護等のサポート拠点」の設置・運営し、被災地
での地域包括ケアの体制整備に重要な役割を果たしている。

（平成２４年１０月１日現在の設置箇所数（予定含む）は１１５箇所。平成
２５年度概算要求で３０億円を計上。）

○例えば、東松島市のサポート拠点では、戸別訪問等により得た個人の
情報をデータベースで一元的に管理し、行政や関係機関（介護や医療、
生活支援団体、弁護士等）と連携し、見守りや交流イベントの開催、弁護
士等による相談会等を実施している。

（在宅医療連携拠点事業）

○在宅医療を提供する機関等を連携拠点として、医療と介護が連携した
多職種協働による包括的かつ継続的な在宅医療の提供に取り組んでい
る。

（平成２４年度は全国１０５箇所（うち被災３県で８箇所）で実施。平成２５
年度概算要求で３１億円を計上。）

○例えば、石巻市立病院開成仮診療所では、仮設住宅（開成仮設住宅）
のプライマリ・ケアを担いながら、連携の拠点として、保健活動や在宅医
療に取り組んでいる。



（２）生活復興から発展する地域包括ケア

その他（医療従事者・福祉人材の確保）

＜関連施策、うまくいっている取組等＞

（被災地における主な医療従事者確保対策）

○ 全国の医療関係団体からなる「被災者健康支援連絡協議
会」の協力を得て、医療従事者の派遣を調整している。

○ 医療従事者の確保対策に活用可能な地域医療再生基金を、
被災県に交付した。（被災３県に、平成22年度補正予算及び平
成23年度第３次補正予算で合計1,080億円を確保）

○ 医師不足病院の医師の確保の支援等を行う「地域医療支援
センター」（被災３県は設置済）について、運営費を補助してい
る。

○ 福島県における医療従事者確保対策として、緊急時避難準
備区域であった相双地域等について、現地の医療機関・福祉
施設の従事者確保の支援等を行うため、「厚生労働省相双地
域等医療・福祉復興支援センター」を設置している。

（被災地における福祉人材確保対策）
○ 相双地域等における介護職員不足に対しては、福島県と協

働で「福島県相双地域等福祉人材確保対策会議」を設置し、雇
用による職員の確保を基本としつつも応急的な措置として、福
島県社会福祉協議会等関係団体の協力を得て、県外からの介
護職員等の応援事業を実施している。
なお、第1期応援期間（平成24年7月1日～9月30日）は双相

地域の特養５施設に対して、延べ42人が応援しており、これに
続く第2期応援期間（10月1日～12月31日）はマッチングの結果、
延べ48人の応援が見込まれている。

○ 福島県における福祉人材確保のため、福祉人材センター
（福島県社会福祉協議会に設置）では、ハローワークと合同で

福祉関係就職面接会を開催する等連携を図り、より多くのマッ
チングを推進している。
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